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1. はじめに

皆様、おはようございます。昭和電工の大橋光夫です。

　先ず最初にAPIC2004の開催にあたり、マレーシアの石油化学工業協会会長のYM Tengku Mahamad Tengku Mahamutをはじめ、関係される方々が多大なご努力を積んで頂いたことに感謝申し上げたいと思います。

　私は今回、個人的にも非常に深い感慨を持ってやって参りました。私は20年以上の歳月にわたり石油化学に関わって参りましたが、特に当社において石油化学事業担当役員であった1993年から社長になった1997年、また日本の石油化学工業協会の会長を務めた2000年から2002年はアジアの石化産業の素晴らしいリーダーの方々と仕事をする機会に恵まれました。その中で、1990年代の後半に当時の「東アジア石油化学会議」をアジア全体に拡大し、米国のNPRA、欧州のEPCAと並ぶ、情報交換／問題提起の場にしたいと云う意見が出始めましたが、私はこの考え方を強く推進した一人でした。

  当時の世界は米国が持続的な経済繁栄を享受しつつある一方、欧州は統合の最終段階にあり、アジアは急成長とその後の通貨危機による挫折を経験しました。我々アジアの石化産業も存在感を高めようと云う意識が芽生えてきたのだと考えております。こうした流れがようやく実を結び、広くアジアの国々が参加し「アジア石油化学会議=APIC」が、初めて日本の横浜で開催されたのは2000年のことでした。

昨年は開催国マレーシアの懸命の努力にも拘らずSARSの影響でやむなく直前に開催が延期となりましたが、一年後の今日、改めてこのマレーシアにおいて、東南アジアで初めてとなるAPICが開催されることで、APICが名実共にアジア全体の石化産業を代表する会議になったことを感じます。ホスト国であるマレーシアの関係者を始め、これに携わってこられた多くの方々のご努力に改めて感謝を申し上げたいと思います。

　さて、本日は、私が日頃考えているアジアおよび日本の石化産業の現状や、今後進むべき方向性につきお話させていただくことで、この記念すべきAPIC2004でのKEY NOTE SPEAKERとしての役割を果たしたいと思います。
またここでは、既にお手元にある冊子の2頁に記載されているタイトルとは違い、「アジア石化産業が成長の果実を真に享受する為に」と云うタイトルで話をさせて頂きます。更に直近の二つのビッグニュースである「サウジアラムコと住友化学のJ/V」、「出光興産と出光石油化学の合併および三井化学とのアライアンス」についても若干のコメントを試みたいと思います。

2. アジアの石化産業への警鐘

（1） アジアの需要拡大は、アジアの石化産業に繁栄をもたらすのか?

　最初に私は、ここにご出席の皆さんに一つの問題提起をしたいと思います。それは、「アジアの需要拡大は、将来的に我々アジアの石化産業に繁栄をもたらすのか」ということです。

（2） アジア市場の現状

　現在アジアでは、中国を中心とした急速な経済成長の中で、久しぶりに多くの素材が活況を呈しております。石化産業においても需給バランスのタイト化により、昨年来多くの製品価格が上昇していることは皆さんもご承知の通りです。

　しかし、この好環境が意味することは一体何なのか、今後我々アジアの石化産業は、将来にわたる事業環境を、現在の流れのままに任せていけばそれで良いのか、もう一度、この好環境の中だからこそ見つめ直す必要があると考えます。

　このグラフをご覧下さい。ここに挙げたグラフは、日本の経済産業省が2003年3月に発表した数字から作成した「アジアのエチレンプラントの稼動率予想」です。昨年の今頃は、多くの関係者が、近い将来アジアの石化市場は連続して中東やアジア域内の大型設備が完成することにより、コスト競争力のない既存の企業、あるいは設備は厳しい競争を強いられる、と云う危機感を共有していました。

　しかし、このグラフを一年経った今年作成の数値に置き換えてみますと、このように近い将来、アジアのタイトな需給バランスは少なくとも2005年まで続き、域内の既存設備も極めて高い稼動率が予想される状況になりました。事実、製品市況も昨年末より上昇が続き、少し前までアジアの石化産業を支配していた危機感はかなり薄れ、現在は一転して楽観的なムードが拡がっていることを感じます。

　先ず、現在の好環境の要因を分析してみたいと思います。それは、

1 予想以上に堅調な市場拡大

2 遅れた中東と中国での新増設計画

であります。アジアの需要は、中国を牽引役として予想を超える勢いで成長しています。一方で、中東や中国を中心とした新増設計画は、2003年時点での予想より大幅に遅れており、結果としてこの二点が、現在のアジアの需給バランスを大きくタイト化させている原因となりました。しかし、その影響度合いは需要の伸びより中東・中国の新増設計画が遅れていることの方が大きいのが特徴です。このように、足元では「アジアではクラッカーがまだ足りない」と云う雰囲気があるものの、実は我々が極めて短期的な新増設の端境期に立っているにすぎないことが良くわかります。

（3） 急騰するナフサ価格

　現在の石油化学産業を取り巻く情勢の中でもう一つのポイントは、急激に上昇しているナフサ価格の問題です。ナフサ価格の高騰は第一に原油の上昇、第二に原油との間のスプレッド拡大、の二点に起因しております。

　このグラフは年毎に、棒がブレント原油とC&F日本のナフサ価格の推移、折れ線が原油対ナフサのスプレッドの推移を示しています。

このグラフに示した期間中で、原油価格が上昇を始めたのは1999年初め辺りからですが、こう見ると、第一の要因である最近の原油価格の上昇は、イランとベネズエラの政治変化がOPEC全体の結束を固め、一気に日量430万バレルの減産を決めた1999年3月のOPEC総会以降であることが分ります。それ以降、2001年の9.11同時多発テロ、2003年3月のイラク攻撃等、世界情勢に深刻な影響を与える事件が起きましたが、原油価格は概ね一貫して高値圏を維持しています。この背景には、堅調な需要サイドの要因も然ることながら、OPECによる需給バランスの統制が非常に上手く効いていることが挙げられます。

また、第二の要因である原油とナフサのスプレッド拡大が始まったのは、旺盛なエチレン需要に伴い、アジア域内のナフサクラッカー稼動率が上昇した2003年後半以降です。特に2004年に入って以降、スプレッドは100$/Tを上回る水準で定着しています。これはスプレッドの平均が48$/Tであった2002年と比べれば、通常の製品構成を持つナフサクラッカーの場合に、エチレンとプロピレン二つの製品を合わせても、トン当たり$100を超えるコストアップになります。

これでは、大部分の原料を国際市場から調達している我々アジアの石化産業は、産油国やオイルメジャーのとの競争力格差を縮めるどころか、益々広げられてしまうことになります。域内の需要増加に応えるために生産を増やせば、国際マーケットを益々刺激し、ナフサ価格の高騰を招くことになります。アジア需要の成長性を考えれば、このスプレッド拡大が一時的であるとすることは困難で、現在のスプレッドは今後更に拡大することはあっても縮小する可能性は低いと思われます。つまり、我々アジアの石化産業が、現在の事業環境を無策のまま放置すれば、我々が抱える産油国やオイルメジャーとの原料面での競争力格差を縮めることは将来とも極めて困難であることを、先ず認識しなければなりません。

（4） 中東産油国での急速な能力増加は、更なる競争の激化と原料面で一層の劣位を招く

　前述のごとく、アジアの需要が中国を牽引役として予想を超える勢いで成長している現在、計画に若干の遅れはあるものの、中東において圧倒的なコスト競争力を持ち、そしてアジア市場をターゲットとした大規模コンビナートの建設が進められております。11日前の5月9日、サウジアラムコと住友化学工業の両社がサウジアラビアの紅海沿岸ラービクでエタンガスをベースとしたエチレン生産能力130万トンの設備を、2008年に稼動させる計画が発表されました。現時点で計画の詳細は分りませんが、インフラ建設コストや製品輸送コストを勘案しても、原料コストの優位性が確保できるとの判断に基づく決定であることは明白であります。

　これらの新増設も、やがては拡大していくアジアの需要に吸収されて、大きなアンバランスは生まれないという意見もあります。しかし、現在我々が生産している石化製品の多くは基礎素材であり、個性を出しにくいものです。従って、2006年から2007年にかけて増加が予想されるアジア域内と中東を合わせて約800万㌧のエチレン生産能力の増大は、需要の伸びが追い付くまでの間、現在アジアに存在する3000万㌧の、我々が生産するエチレンおよび誘導品との間で無益な激しい競争を強いることになります。

　製品の品質格差がない以上、需要家が選択する唯一の条件は「価格」です。しかし、残念ながら我々アジアの石油化学産業は、圧倒的な原料優位性を持つ中東の新しいプラントを相手に価格競争で勝てる可能性はないと言わざるを得ないのが現実であります。

　しかも前述の如く、このまま原料ナフサの需要が増大していけば、産油国やオイルメジャーとの相対的な原料価格差は益々広がることも予想されます。

　以上挙げたことから、冒頭の問題提起に対する私の答えは、「アジアの需要拡大に伴う利益は、中東産油国とオイルメジャーがその相当部分を享受し、アジアの石化産業の利益には直結しない」ということになります。
3. 日本の石化産業の辿ってきた道

それでは、今後アジアの石化産業はどのような形で発展の道を進むべきか、或いはそれが出来るのか、について私の考えをお話したいと思いますが、その前に、日本の石化産業が今まで辿ってきた道について、少しご説明したいと思います

（1） 基幹産業としての石化産業

　皆さんもご承知の通り、石化産業は周辺のあらゆる部品、部材、あるいは消費材産業に素材を提供する基幹産業です。そこでは多くの雇用が生まれ、工業生産高の拡大に寄与するので、先進国のみならず、現在工業化・近代化を進める途上国でも必ず育成、強化される性格の産業であります。

（2） 日本の石化産業の歩み

　日本でも、最初は政府の育成計画のもとで、1950年代後半に石油化学製品の国産化を目指す新会社が相次いで設立されました。そして最初に国産のエチレン／ポリエチレンが生産されたのは今から46年前の1958年のことです。その後、1960年代にかけて日本の石化産業は更に成長を遂げ、初の国産化から7年後の1965年には、石化製品の輸出額が初めて輸入額を上回り、日本は石化製品の輸出国となりました。そして1972年末には、日本のエチレン生産能力は年産480万㌧となり、米国に次ぐ世界第二位の生産国となりましたが、翌1973年の第一次石油危機以後、原油価格の高騰と原油供給の不安定化が需要と収益力を蝕み、1975年には国内のエチレン生産が初めて減少する事態となりました。

　伸び悩む需要の中でエチレンの他、合成樹脂製品等の過剰能力から石化各社の体力が疲弊し、最終的には1983年に施行された「特定産業構造改善臨時措置法（産構法）」により、官民一体での過剰設備処理等に追い込まれました。当時、日本のエチレン生産能力は635万㌧でしたが、産構法による設備処理により433万㌧となり、全体の32%削減を余儀なくされました。
　この時期、設備過剰は日本だけではなく、米国やヨーロッパでも表面化しており、世界的に過剰設備の処理が実施されましたが、欧米が企業の自己責任でこれを行ったのに対し、日本は「特定産業構造改善臨時措置法（産構法）」に基づき実施したことが大きな相違点であります。この結果、欧米においてはコスト競争力が強いものが残るという形で業界再編成が進んだのに対し、日本では全ての企業が一律に設備能力を削減する形となったため、全体としての競争力を高めることなく終わりました。

　日本の生産量はその後再び、1980年代後半には東南アジア等の発展成長が追い風となり、1990年代後半からは中国を中心としたアジアでの需要増加が原動力となり高水準を維持し、今日に至っております。グラフをご覧いただけければ分る通り、2003年時点でエチレン換算にして日本の生産量の、四分の一が輸出となっています。

従って今後、日本の石化産業が取り組むべき最大の課題は、好環境にある今だからこそ、汎用品の輸出により拡大を続ける構図を見直し、将来の市場の変化に対応するべく、我々はどう変わっていくべきかを改めて再検討することだと考えています。

4. 日本の石化産業の課題と将来

（1） コスト競争力の強化

　オペレーション面について言えば、リファイナリーとのインテグレーションを進め、エチレン、プロピレン以外の製品の有効活用を進めております。

　これらの政策は、日本の経済産業省の支援も受けながら検討されていますが、3日前即ち5月17日に発表された出光興産と出光石油化学の合併は上記の効果を最大にしようと云う意欲の表れともいえます。

　また同日発表された、三井化学と出光興産グループとの合成樹脂事業の統合は、三菱化学と当社および新日本石油化学のポリエチレン事業の統合を始めとして、ポリスチレン・塩ビ等の分野まで含め過去10年間に積極的に進められてきたコストの削減、競争力強化等と同じ方向を目差すものとも思われますが、こうした動きは、今後の樹脂業界の復権に大きく寄与するものと私は歓迎しております。

（2） 新製品の開発を支える高品質材料の供給者の地位確立

現にプラント規模や原料コストの面で劣っていながら、日本国内で石化産業が一定の役割を担うことができているのは、コストダウンに対する日本各社の飽くなき努力もありますが、特に各産業が要求する様々な物性を実現し、用途や性能を広げることで、顧客からの評価を受けてきたからであります。石油化学の揺籃期には、プラスチックのガソリンタンクや構造部材が自動車の軽量化やデザインの洗練化に貢献することなど考えられませんでした。また、情報通信やデジタル家電分野においても、イノベーションが新たな市場を作り上げていく時、そこには必ず消費財を支える素材として石化製品の存在があります。現在、自動車、電子機器などに代表される日本の製品が世界に幅広く受け入れられているのは、石油化学を含めたあらゆる産業が一致して取り組んできた、たゆみない技術革新によるものであります。日本の石化産業は、世界で最も厳しい要求を出す顧客を有し、かつそれに応えてきました。そしてこれら世界で評価されている日本製品は、日本の石化産業から極めて高品質の素材の供給を受けることにより、世界の顧客を満足させることに成功してきたのです。

　ここに挙げた表は、日本の文部科学省科学技術政策研究所が作成した、未来の技術予測調査の中から、我々石化産業に関係の深いものを抜粋したものです。これを見ただけでも近い将来において我々石化産業が実現していくべき課題はたくさんあります。

　主なものでは、製造を含むプロセスの観点から、①材料のリサイクルシステム確立、②産業廃棄物の削減、③生態系への影響を考慮し、CO2等を排出しないゼロエミッションエコファクトリーの実現、材料技術の観点では、④CO2の固定化、⑤ナノテクノロジーを使った新たな物性の開拓と量産技術の開発、また、⑥植物等の再生可能資源やCO2からの汎用プラスチック合成等、技術革新の課題は山積みです。日本の石油化学は、他の化学産業とともに、これらの課題にこれからも取り組むことになるでしょう。

5. アジア石化産業が成長の果実を真に享受するために

（1） アジアは世界の成長センター

アジアは2001年時点で、世界人口の半分を超える約37億人を抱えています。そして、アジアの人口は今後も急速に増加し、2050年迄には50億人を越すと予想されますが、急速なアジア各国の経済発展が、人口増加と相俟って、石化製品の需要を更に増加させていくこととなります。今後の世界のエチレン換算需要予想を見ても、世界の中で最も規模が大きく、且つ最も伸び率の高い市場はアジアです。従って、アジアに位置する我々アジアの石化産業こそ、その繁栄を享受する権利を持っている筈であります。

（２）アジア石化産業の進むべき道

　先ほど述べた様に、いずれの国々でも、経済発展に伴い石化製品の需要増大が見込まれれば自国内で石化製品設備の新設計画が推進されるのは国家の自立という観点から見て自然であり、事実、アジア諸国においても、石化産業の育成・強化が国策上重要な位置付けになりました。

現在、アジア各国は遅かれ早かれ日本の石油化学と同じ道を歩むことになると私は考えています。即ち、汎用品については与えられた条件の中で最低のコストを追求すると共に、他方では、新しい価値を創造する産業分野への用途開発を徹底的に進めることで存在感を高めていく以外に、原料格差という構造的弱みを補うことは極めて困難だということであります。

これは、石化業界の話ではありませんが、アセアン諸国や中国から訪日された方々の魅力的なお土産の一例は日本産の米や林檎だそうです。日本の農産物は相当に高価であるにも拘わらず、そのハイバリューが皆様のお国で認められている一例です。

　アジアでは大きな需要の伸びが注目されていますが、実は高い収益を期待できる今こそ、新たな価値を創造する高度な技術開発を進め、来るべき産油国あるいはオイルメジャーとの競争に備えることが、日本は勿論、他のアジア地域の石油化学産業にとって最も大切なことと言えます。

　世界の技術進歩は、ITのみならず、自動車等の輸送機器、食品、建築等のあらゆる分野に一層拡大し、石化製品の更なる高品質化を要求するようになるでしょう。なぜなら、石化産業はそれらのユーザー産業に有用なソリューションを提供できる立場にあるからです。これからはいよいよ材料革命、部品、部材の革命が進み、5～10年後にはこの要求スピードは益々速まることになるでしょう。つまり、石化産業は単に汎用の底辺を拡げるだけでなく、先端技術との共同開発により、非汎用品の需要を飛躍的に伸長させていく可能性があるのです。アジアの石化産業が、真の繁栄を享受するためには、このような長期的な視野に立つ技術開発を遂げて行く以外に道は無いのです。そうなればこそ、アジアを世界の真の成長センターと呼ぶことができるのではないでしょうか。

（３）アジア石化コミュニティの形成

　昨年の12月12日、日本・ASEANの特別首脳会議で、日本の小泉首相は「東アジアコミュニティ」構想の追求や、包括的経済連携を推進し、経済面での統合推進、政治、安全保障のパートナーシップ強化などを呼びかけました。

　
　われわれ石化産業においても、国の枠を超えて、①最適生産地への集中と共同投資、②共同研究開発、　等をわれわれ自身が進展させれば、東アジアと言わず、アジア全体の石化産業が一つの大きな『コミュニティ』を形成し、国際的にそのプレゼンスを高めていくことができるはずです。

　一点目の最適生産地への集中と共同投資についてですが、われわれアジアの石化コンビナートは、欧米のように長いパイプラインでつながっている訳ではありません。多くの場合、各コンビナートが、独立して立地しています。そして、それらのコンビナートは、似通った製品群で構成され、結果としてアジアの石化産業全体の効率を低下させています。昨今、欧米では大掛かりな合従連衡が進み、誘導品事業において巨大なプレイヤーと設備がその競争力を強めていますが、アジアでは依然として多くの小規模な設備が稼働しております。

　従って、巨大な市場に立地している利点を最大限に活かすためには、我々が最適生産地で大型共同投資を行なうという発想が必要です。例えば、既にインフラが整っている利便性の良い拠点を共同で有効活用していけば、誘導品まで含めた投資効率や生産効率、環境問題への取組み等において、大きなアドバンテージが生まれる可能性も出てきます。

　二点目の共同研究開発についてですが、先程も申し上げた通り、素材産業が新しいイノベーションの発展に資する可能性は充分にあるのです。しかも、今後世界の成長センターとなっていくアジアにおいて、われわれ自身が新しい市場を創出し、その成果を広く世界に発信することができれば、アジア・スタンダードが形成されていく可能性もあります。従って、市場から評価される製品を効率よく創りだすためにも、共同研究開発という方法は非常に有効であると考えます。
　更に石化原料に関する情報交換や共同輸入などの仕組みが実現できれば、原料コストの低減によるアジア石化産業の結束がいっそう強固となる可能性もあります。

6.結びに

私は、2001年のAPICでの挨拶の中で、自分の苗字は大橋で「大きな橋」という意味であることを説明し、その名の通りアジアに大きな橋を掛けたいとお話ししました。

本日私は、APICがアジア各国の石油化学産業に大きな橋を掛け、アジア石化コミュニティを形成する可能性を追求することを提案したいと思います。またそうなれば、アジアが欧米と並ぶ存在意義を確保することもできるでしょう。

それがアジアの石化産業の、将来の繁栄を約束し、その中で日本の各社が大きな役割を努めることが出来ることを期待しております、

私のスピーチがアジアの石化産業の将来に、少しでもヒントをお示しすることができ、更なる共生の精神を芽生えさせることができれば、私にとってこれに勝る幸せはありません。

ご清聴ありがとうございました。
以上
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